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はじめに
戦後，日本の学校教育のなかに「平和教育」とよばれる領域がある。この平和教育は教育課程の中
に「平和教育」という科目として設定されたものではないが，社会科をはじめとして総合的な学習・
特別活動・道徳など教科，領域をこえて今日の学校教育のなかで実践されている（１）。
「日本国民は……政府の行為によって再び戦争の惨禍が起ることのないようにすることを決意し，
ここに主権が国民に存することを宣言し，この憲法を確定する」と規定した日本国憲法前文及び第 9
条，そして，「われらは，さきに日本国憲法を確定し，民主的で文化的な国家を建設して，世界の平
和と人類の福祉に貢献しようとする決意を示した。この理想の実現は，根本において教育の力にまつ
べきものである」と規定した教育基本法前文及び第 1条こそ日本の平和教育の原点である（２）。
平和の概念は，1970年代にガルトゥングが平和の対語を戦争から暴力へと拡大した「構造的暴力」
論の登場によって，たんに戦争のない状態を平和と捉える「消極的平和」と，差別・貧困などの構
造的暴力が克服され社会的正義が実現された状態を平和と捉える「積極的平和」に分類されるように
なった。そして，平和教育も，戦争を扱い，「消極的平和」を目指す「直接的平和教育」と，戦争の
原因に注目してその克服，「積極的平和」を目指す「間接的平和教育」に分類されるようになった（３）。
戦後の平和教育については，その通史を通じて日本の平和教育の特性や課題の提起がなされている
が，占領期という特定の時期に関しては僅少であり，藤井徳行・久保正彦が習指導要領に見られる平
和観を昭和 20学年代と昭和 30年代において比較したものがある（４）。村上登司文，西尾理，竹内久
顕らは日本の平和教育の特性を，戦争体験や広島・長崎などの原爆被害等を教材として反戦・平和を
目標とする直接的平和教育にある（５）と指摘しているが，日本が敗戦によって占領下におかれた時期，
一方では国民主権・基本的人権の尊重・平和主義を基本原理とする憲法と「準憲法的」教育基本法（６）
を制定して新しい国家建設が開始された時期に，どのような平和教育が行われていたのだろうか。本
稿では，1946年 5月から文部省が教員に向けて配布した『新教育指針』と 6・3制の実施に伴い発行
された 1947年と講和条約調印の直前に発行された 1951年の学習指導要領一般編及び社会科編を検討
し，そこに見られる平和の概念（本稿では平和観という）とその平和を実現するために行われていっ
た平和教育を考察していく。
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１．『新教育指針』における平和観
（1）『新教育指針』について
ポツダム宣言の受諾によって，日本はアメリカの単独管理と間接統治による占領の状態に置かれ
た。間接統治とは，ポツダム宣言に規定された内容をアメリカが日本政府に対して指令を発し，日本
政府はこの指令に基づいて法令の制定改廃を行い，行政が実施されるシステムである。教育に関して
は，連合国総司令部の「民間情報教育局（CIE）（７）」が文部省に対して指導監督を行なった。
文部省は，1946年 5月から，翌年から予定されている 6・3制の新学制をはじめとする新教育実
施にともない戦後教育改革の内容を解説した教師のための手引書・『新教育指針（GUIDE TO New 
Education IN JAPAN）』を発行して，全国の学校に配布した。『新教育指針』は，全 5分冊からなり，「新
日本の根本問題」と題した「前ぺん」は 2分冊に分けて配布された。同年 7月には訳文と英文で編集
された資料集・『新教育指針　附録　マッカーサー司令部発教育関係指令』が配布された。さらに「新
日本教育の重点」と題した「後へん」が，同じく 2分冊で配布され，発行総数は 150万冊であった（８）。
（2）『新教育指針』の意義
日本の敗戦，占領という混乱と激動のなかで全国の教師のもとにいち早く届けられたのが『新教育
指針』であり，次のような意義が考えられる。
①占領政策における教育改革の意義及び内容を伝えた。
『新教育指針』の編集は 45年秋から企画されており，新聞では 46年 2月中旬に，「先生のガイドブッ
クが出きます」と報じられていたが（９）配布が遅れ，さらに既述のように 5分冊形式になった。この
理由について『新教育指針』の「はしがき」では当時の印刷事情と説明しているが，46年 3月には
第 1回米国教育使節団の来日が予定されており「その報告書と関連して内容を検討する必要があっ
た（10）」と推察される。教師が，子どもたちに戦争遂行のための思想の注入者としての役割を担わさ
れてきた日本の教育において，戦後の教育改革はアメリカにとっては極めて重要であり，教師の手元
に直接届けられる手引書は発行を遅らせても使節団の報告書との整合性を確認するという慎重な手続
きを取ったのではないだろうか。
②やさしく分かり易い表現により，教師に直接読ませ，研究させて改革の徹底を図った。
米国教育施設団の報告書（46年 3月 31日）を受けて発行された『新教育指針』の前篇（第 1分冊，
46年 5月 15日発行・第 2分冊，6月 30日発行）は教育に関する 4大指令の目的とその解説を中心に
編集されており，戦後新教育の理念を示したものであった。一方，文部省は，米教育使節団の要請を
受けて国語の根本改革に着手しており，『教育指針』においても改革と関連して，漢字を制限し常用
漢字の範囲内で教師に分かり易い表現を目ざしていた。
後篇（第 3分冊，同年 11月 15日・第 4分冊，1947年 2月 15日発行）は発行された時期が日本国
憲法の公布と重なっており，「新しい憲法の草案においては……」と憲法との関連を示す表現が男女
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平等や労働基本権等の項で使用されている。また，前篇の改革の指令と憲法との関連を示しながら女
子教育・公民教育・芸能教育さらには体育教育など具体的な教育内容について解説を行い，さらに教
材の選び方や，「討議法」など教育方法に至るまで教育実践のための極めて具体的な編集内容となっ
ている。また，前・後篇共に各章の終わりには「教師が自ら考えることを助けるため」の「研究協議
題目」が設けられていた。
『新教育指針』は文部省外の教育学者の他に数人の専門家に委嘱して分担執筆がおこなわれた後，
文部省で書き改めて内容や表現を分かり易くし，さらに CIEの指導を受けて修正された。「文部省か
ら原稿が提出されると，CIEの係官がすぐにジープを飛ばして千葉や埼玉の田舎の学校に行き，直
接先生に読ませて分からないことがあると赤線を引いて帰り，文部省の担当者に書き改めさせた（11）」
という語り伝えからは，如何に新教育の内容を学校の教師に理解・徹底させるかという CIE・文部省
の姿勢がうかがえる。
③日米の一致点からの教育改革であった。
アメリカは 1945年 9月 22日，「降伏後における米国の対日方針」を発表して，究極の目的を「日
本国が再び米国の脅威となり又は世界の安全の脅威にならざることを確認すること」と「米国の目的
を支持すべき平和的且責任ある政府を究極において樹立すること」をあげている。『教育指針』は，
アメリカの占領政策の目的を学校の教師を通じて具体化するものであり，また文部省にとっても「戦
争に負けたから，軍隊を取りあげられたからやむをえず平和を愛するというのではない（11頁，以
下（ ）は『新教育指針』の頁を示す）。」と日本側の自主性をのべているように，アメリカの占領政
策と政府・文部省の教育観は一致していたと考えられる（12）。
したがって，戦後いち早く教師のもとに届けられた『新教育指針』の考察は，アメリカおよび文部
省の教育政策を通じての平和観を考察するうえで意義があると考える。なお，本稿では改革の理念に
ついて解説された前編を中心に考察を行っていく。
（3）『新教育指針』にみる戦争の原因
『新教育指針』は前・後篇を通じて「テーマ設定」，「解説」，「研究協議題目」の構成になっている。
前篇「第 1章　どうしてこのような状態になったのか」では，「教育者としてはっきり知っておかな
くてはならない」と提起して，戦争の原因を軍国主義及び極端な国家主義であるとしている。
第 2章では軍国主義及び極端な国家主義の定義とその特徴がのべられている。軍国主義とは「国家
が戦争を予想して軍備に最も多くの力をそそぎ，それを中心として国内体制をととのえ，他国に対し
て戦争という手段によって自国の主張を貫こうとする（10頁）」ことであると定義している。さらに
軍国主義の特徴を（1）戦争を予想して軍備に最も多くの力を注ぐ（2）軍人が社会的に優れた地位を
占め，政治の実権をにぎる。（3）経済が軍備と結びつき，財閥が戦争と結びつきやすい（4）文化が
戦争を目的として統制せられ，言論，思想が圧迫される（5）国際問題を戦争によって解決しようと
する。以上の 5点をあげている。
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次に極端な軍国主義とは，「他のすべてを国家のためにぎせいにする国家至上主義である（13頁）」
と定義し，「国家のためといって国民の人権を無視し，自由な思想や批判的精神をおさえて，指導者
にもうじゅうせしめようとする」と，その特徴をあげている（13頁）。さらに「全体主義国家」とは，
「私を滅して公のために尽くせと……統一的なかたを押しつける」とのべ，「自分の国の思想や文化を
最もすぐれたものとしてほこる」と指摘している。国粋主義についても言及して，「神国，八紘一宇
のもとに，自分の国の政策を他の国にも及ぼし，他の国を支配することがよいことであるとまで考え
るようになる」と戦前の日本軍国主義に対する徹底的な分析と批判を展開している（14頁）。
そして，こうした国家の出現を招いたのは，「ひはん精神にとぼしく権威にもう従しやすい」とい
う日本国民の弱点に起因するとして，さらに戦争の原因となった軍国主義及び極端な国家主義をとり
除くにはどうしたらよいかというテーマへと進んでいく。そのなかで，「日常生活にあらはれる態度
や心持に立ち入って，軍国主義や極端な国家主義の芽生えになるやうなものを取り除き，平和的民主
的方向の芽生えをのばすやうにすること」が教育の役割であるとして，教科指導のみならず生活指導
など学校における日常的なとりくみのなかにこそ，戦争を引き起こす国家の出現を予防する可能性を
示唆しているのである（21頁）。
（4）教育の果たす役割
戦争の原因を軍国主義及び極端な国家主義であると分析した 1・2章を受けて 3章・4章では，戦
争を引き起こさない国家のありかたと，それを支える教育の果たす役割と意義についてのべており，
次の 3点にまとめられる。
第一に個性の完成にむけての教育の役割である。人間性とは普通の人間がだれでもそなえている性
質・能力・欲望といった人間の本性という意味であり，「人間性をおさえずゆがめずのばし訓練」し
「人間性を尊重すること」が教育の役割であって，「一億玉砕」や「特攻隊」は生命の大切さを否定し，
人間性をのばす機会を奪った極端な軍国主義国家の例であると紹介している。
さらに，「他の人とりかえることのできないねうち」としての個性をとりあげ，戦時下における軍
事訓練や集団勤労の例をあげて，「学徒の個性はほとんどかえりみられず，みんな同じかたにはめら
れ……」，「国民をすべて戦争に役立つ人間にしようとする」と個性を尊重しない軍国主義国家の下で
の画一的教育を批判している（26頁）。軍国主義国家の下での画一的教育への対峙として，自ら考え
行動し，自ら責任を負って，人と協同してやっていくように教えしつけて個性を完成するように育て
ていくことを，戦後の新しい教育の役割として掲げている。
第二に戦前の国家主義を招いた日本国民の弱点とその克服に向けての教育の役割である。軍国主義
者は日本国民の合理的精神と科学的精神の低さを利用して戦争を引き起こしたと指摘する。そして
「指導者に誤り導かれないため」に真実を愛する心を育てることの必要性は，同時に人間性を育むこ
とであると指摘する。日常生活において，理屈にあわないこと，デマにまどわされないように真実を
求める心を育てることと，科学的精神を結びつけることが教育の役割であるとしている。
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第三に自由の実現としての教育の役割である。「戦時中は教育もまた戦争の手段に使われ，せまく
かたよって行われた。……戦争が何を必要とするかといふ立場から，教育の目あても内容も方法もき
められた。今こそ人間の本性の要求するままに，廣く豊かな文化を目ざして，教育の本道をすすむこ
とができる（58頁）」と，人格の完成そして科学的精神の育成こそ本来教育の目的であり軍国主義の
下ではこれらの育成を目指す教育が受けられなかったことを指摘して，教育の本道を実現するために
は，何よりもまず教育の自由を保障することが肝要であり，自由を保障する政治としての民主主義が
要請されることを示唆している。
（5）『新教育指針』における民主主義とは何か。
軍国主義及び極端な軍国主義国家に対峙する政治理念として『新教育指針』がかかげたのが民主主
義である。民主主義とは，人民が政治の実権をもって，人民の意志によって政治を行うことであり，
その目的は人民の幸福である。そのためには，平等および人権が尊重され各々の個性を十分にのばす
機会を与える政治が必要であり，それを実現するのが政治上の民主主義である。
政治上の民主主義と並んで，「経済の民主化」について解説では，マッカーサーの指令による財閥
解体・農地改革・税制改革・労働組合運動の発達などの経済改革についてふれると同時に「経済の
民主化」の意義についてのべている。経済の民主化は，「国民が正当な職業に就き相当な富をもって，
教育修養の機会を与えられ，各々の能力をのばして政治上の責任もりっぱにはたし文化の発展にもつ
くすことができるようにする（44頁）」ことであると説明している。
新教育指針で語られた民主主義は「国民のすべてが平等の人格を認められ，自由と権利を与えられ，
責任を負わされるのが，民主主義の原則である（44頁）」とのべているが，これはアメリカ型民主主
義であり，本来，日本の民主主義を憲法から導き出していかなければならない（13）。しかし，憲法・
教育基本法制定直後の日本において，戦前の軍国主義及び極端な国家主義のいわば対極の思想として
の自由と平等という民主主義の基本理念を，戦後教育改革の柱に据えて軍国主義を支えた教育との断
絶を目ざしたのではないだろうか。
（6）『新教育指針』にみる平和観
ポツダム宣言は日本に対して軍国主義の除去，民主主義的傾向の復活強化を要求した。単独占領
を行ったアメリカの占領政策もポツダム宣言に規定される。本稿では戦後教育改革の理念が書かれた
『新教育指針』の前篇を中心にみてきたが，非軍事化と民主化が『新教育指針』を貫く一貫したアメ
リカ占領政策の方針であることがうかがえる。
『教育指針』前篇の最終章では「6章　平和的文化国家の建設と教育者の使命」と題して「これか
らの日本はどんな国家であるべきか」のテーマが展開されている。
「平和を愛し文化を求めるのが人間の本当の要求であるから，この要求がとげられやすいように必
要な条件を整えるのが国家の仕事であって，かうした国家が平和的文化国家である（55頁）。」との
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べて，戦争を起こさない国のあり方を民主主義という政治に求め，その政治を支える国民の育成を教
育に託したのだと考える。
２．1947年・1951年版学習指導要領の平和観　　　　　　　　　　　
（1）1947年・1951年版学習指導要領
教師向けの『新教育指針』を学校での教育実践に具体化する手引書が文部省発行の『学習指導要領
（試案）』（1947年 3月 20日）であった。また，『新教育指針』によって示された非軍事化と民主化を
基本とする改革は，1947年 4月から始まる 6・3新学制の開始と，「花形」とよばれた社会科の登場
によって象徴される。そこで，本稿では，占領下に発行された『学習指導要領（試案）一般編』と『社
会科編（試案）』（1947年 3月 ・1951年 7月）から，そこにみられる平和観について考察していく。
はじめに，『学習指導要領　一般編』及び『社会科編』の特徴をあげたい。
第一に題字のそばに（試案）と書かれている点である。指導要領のなかで，この指導書が「試み」
であって，強制でないことが繰り返しのべられている。このような記述から，『新教育指針』でみて
きた自由，個性の尊重が児童・生徒だけではなく授業を担当する教師に向けても反映されていること
がわかる。
戦前の教育は「その内容を中央で決めると，それがどんなところでも，どんな児にも一様にあて
はめて行おうとしたからいわゆる画一的になって，教育の職場での創意や工夫がされる余地がなかっ
た。（1頁・以下（ ）は指導要領の頁を示す）」と『学習指導要領　一般編』では冒頭から軍国主義
教育における画一主義を批判している。そして「こんどはむしろ下のほうからみんなの力でいろいろ
と作りあげていくようになった（1頁）」とのべて，「型のとおりやるのなら教師は機械にすぎない（2
頁）」と教師自らの自主性・自発性を養い，民主的人間になろうと努め，それを児童に示していくこ
との意義をのべている。
第二に歴史的反省の視点がのべられている点である。47年社会科編の冒頭は「社会科とは」と題
して社会科創設の歴史的意義と目的が次のようにのべられている。
「今度新しく設けられた社会科の任務は，青少年に社会生活を理解させ，その進展に力を致す態度
や能力を養成することである（1頁）。」
そして，社会生活を理解するとは，「人間らしい生活」を万人が求めていることを根底におかなく
てはならいと強調している。それは「従来のわが国民の生活を考えてみると，各個人の人間としての
自覚，あるいは人間らしい生活を営もうとするのぞみが，国家とか家庭とか外面的な要求に押さえつ
けられていたために，とげられて来なかったきらいがあった（2頁）」と，歴史的反省から社会科の
創設を位置づけている点である。後述する 51年の社会科編にもこのような記述がみられる。
第三に「社会科」に見られる問題解決学習による構成である。文部省は 46年 11月に，「今後は，
道徳教育は公民科をも含む『社会科』といふやうな学科となる」と通達を出していた（14）。それは前
述した修身・地理・歴史の反省を踏まえた新しい公民教育でなければならなかった。社会科は，戦後
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新教育のまさに「花形」として期待され（15）そして，「花形」社会科に導入されたのが「題解決学習」
であった。
導入においては占領国アメリカ・CIEの影響が反映している。第 1次世界大戦後，欧米を中心に「新
教育」思想が広まり，アメリカではデューイの経験主義を重視した「問題解決学習」が広まっていた。
学習指導要領・小学校社会科編はバージニアプランの翻訳に近いものとなり，中学校社会科もアメリ
カのミズーリ州などの「公民教師用書」が参考にされた（16）。一方，日本側も第 1次世界大戦後の大
正自由教育の運動の中で既に児童中心主義の新教育が存在しており，教師たちの中にはこの時代の教
育の洗礼を受けていた人々もいたのである（17）。戦前の児童中心主義の新教育そして生活綴り方教育
を弾圧し，詰め込み主義と，画一的教育による軍国主義教育の象徴としての修身・地理・歴史教育。
それらを統合した戦後・社会科においては，児童生徒の主体性を重視して，現実の生活から要請され
る問題の解決から社会生活を理解させ，認識させようとする，かつて軍国主義教育の下で否定された
教育を「問題解決学習」にその教授法を求めたと考える（18）。
第四に既述した問題解決学習による授業は必然的に教師の自由を要請する。なぜなら児童・生徒の
自由な発想による意見を教師は丁寧に取り上げながら解決に向けて授業を組織しなければならない。
一斉授業に比べてより専門的な力量が必要とされ，また，自主的・自発的な相当量の事前・事後の教
師の研修を要請する授業だからである。文部省内では当時「教育公務員特例法」が構想されており，
新教育を担う教師の「研修」は他の公務員とは異なる教育の独立を保障する権利であると捉えられて
いた。文部省担当者は CIEと交渉をかさねながら教育公務員特例法の成立（1949年 1月公布）に至
るが，学習指導要領（試案）はこの教育公務員特例法が保障していく研修を必要とするものであり，
何よりもまず教師の教育の自由を要請するものだからである（19）。
（2）学習指導要領にみる平和観
次に，学習指導要領（試案）が，問題解決学習のテーマとして掲げている設問の内容について検討
していく。47年社会科編第 6学年では全 8問の問題が設定されており，最終には「Ⅷ　世界中の人々
が仲よくするにはどうすればよいか」（135～ 137頁）という問題が提示されている。Ⅷの「学習活
動の例」として，（1）友達との交際の仕方を知る。（2）家，学級，学校の交際の仕方を知る。（3）国
と国との交際の仕方を知る。（4）戦争の原因とその災害について知る。身近な例を取り上げ，さらに
家庭・学級・学校さらには国家へと関心を高めていく配慮がうかがえる。また，（4）の戦争の原因に
ついては，「1，なぜ戦争が生まれるのか。どうしたらなくなるか話し合う」「4，第 2次世界大戦の話
を聞く」「5，第 2次世界大戦の災害を我が国及び他の国々について調べる」など 5例が提示してある。
1947年の小・中学校社会科編では直接戦争を教材として取り上げているのは，既述した小学校の
例のみであった。しかし，「Ⅵ　私たちはどうすればみなといっしょに楽しい時間が持てるか（第 1
学年）」。「Ⅶ　私たちはどうしたら楽しい時間が過ごせるか（2学年）」。「Ⅸほかのなかまと仲よくす
るには私たちはどうすればよいか（第三学年）」。「Ⅶ　ほかの土地の人となかよくするには，私たち
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はどうすればよいか（第 4学年）」。「Ⅶ　外国人との交際はどのようにして行われるか（第 5学年）」。
「Ⅰ　仕事を通じて，人々はどのように協力するか（第 6学年）」。「Ⅱ　われわれの家庭生活はどのよ
うに営まれているであろうか（第 7学年）。」「Ⅵ　社会や政府は，生命財産の保護についてどういう
ことをしているのか（第 8学年）」。「Ⅵ　個人は共同生活によく適合して行くにはどうしたらよいで
あらうか（第 9学年）」。小中 9年間を通じて，人間関係・他者理解を問うこれらのテーマは一つの正
解を求めるものではなく，多様な解答が児童生徒の個性に応じて生まれてくるはずである。そこに，
自分とは違う他者の存在とそれぞれが持つ多様な考えに気が付き認め合う民主主義的人間の育成が期
待されていたのではないだろうか。
1951年版の中学校社会科編の第 3学年では，最後の単元テーマとして「第 5　われわれは，どのよ
うにして世界の平和を守るのか」を掲げている。
第 5の問題に示された「要旨」には当時の文部省の平和観を反映していると考えられる。
「……第 1次および第 2次世界大戦によって，戦争がいかに悲惨なものであるかを身をもって体
験した。われわれの教えている生徒も，第二次世界大戦中における悲しい現実をはっきり記憶し
ているであろうし，戦禍をこうむった諸外国の人々の悲惨な実情を知るにつけても，われわれは
生徒とともに，決して戦争を起こしてはならないという念願をもつ」
とのべて，さらに冷戦と前年に起った朝鮮戦争に対しては，
「……われわれは，教育の重大な使命を認識しなければならない。それは，あくまでも国内およ
び世界の平和を念願し，これを守っていくことのできる人間形成をめざすことだろう。」
と平和への教育の役割をのべている。
既述した授業の「内容」については，「1，われわれは戦争によってどんなに苦しんできたか」「2，
人々の間に，どうして争いが起るのであろうか。これらを平和的に解決するためにはどんな基本的理
解や態度が必要か」など 38項目にわたって掲げている。また「学習活動の例」としては，「1，自分
たちの家庭生活は，太平洋戦争でどんな損害をうけたか，また当時の苦しかった生活について両親か
ら話を聞く」「4，広島や長崎における原子爆弾投下の際の惨状を，写真・記録・記録小説等によって
知る」「16，太平洋戦争中，誤った愛国心がどのように戦争のために利用されたか，先生に話を聞き，
正しい愛国心と世界平和について討議してみる」「37，憲法を読み，平和について規定してある条項
を選び出し，その意味について先生から話を聞き，この精神を自分たちの生活に活かすにはどうした
らよいか討議する」など 37項目にわたっているが，戦争体験の聞き取りとそこで生まれる共感をも
とに，戦争の生まれる原因とその予防に至るまで，問題解決学習による授業方法によって，生徒の自
由な発言を引き出し，また他の生徒の意見を取り入れながら主体的に考え行動する民主主義的人間の
育成をめざしたと考えられる。
占領期に出された学習指導要領からは，戦後日本の平和教育の特性としての，直接的に戦争を扱い
戦争のない状態を平和と捉える消極的平和をめざす平和教育（直接的平和教育）ではなく，戦争を生
み出さない新しい国家の建設を目指す積極的平和を目的とする平和教育（間接的平和教育）が行われ
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たと考えられる。
おわりに
「平和国家としての日本は，何よりも先づ国内の平和につとむるべきであって……『人間性・人格・
個性の尊重』や『民主主義の徹底』はこのためにこそ必要なのである」
これは，本稿でみてきた『新教育指針』のなかの，「これからの日本はどんな国であるべきか」か
らの引用である。ここに，占領期の平和観が明らかにされている。占領下，一方では憲法や教育基本
法が制定されたころの日本においては反戦平和の直接的平和のとらえ方ではなく，『教育指針』から
も政治・経済などの徹底した民主化による国の在り方を求める間接的平和のとらえかたをしている。
したがって，指導要領社会科編（47年）における教材の取り扱いについても戦争を直接の教材にし
たものは，本稿で紹介した第 6学年だけであった。
しかし，51年の社会科編からは前年に始まった朝鮮戦争，その背後にある冷戦という差し迫った
戦争の危機に対して戦争を教材とする指導案も提示されている。占領当時，ガルトゥングの「平和」
の概念はまだ登場していなかったが，本稿で考察してきた占領期においては社会的正義をめざすいわ
ゆる積極的平和教育が，再び戦争を引き起こす軍国主義国家の廃絶という切実な要求から行われたと
考える。
勝田守一は戦争末期に文部省に入り，「公民科」の設置や，47年学習指導要領社会科編の担当者と
して CIEとの折衝を行った人物である。勝田はのちに文部省を去り民間教育団体・教育科学研究会
の雑誌『教育』の編集長を務めるなど教育に関する発言を行っていく。勝田は「教育が生きることを
教え人間の幸福を追求すること教えるものであるならば，平和教育以外に教育というもののありよう
はない（20）」とのべて，民主主義の実現による平和の実現というとらえかたをしていると考える。
経済学者の大熊信行も次のように語っている。
「平和の問題は最初，民主主義のなかにつつまれたものと信じられていた。戦後のわれわれが民
主主義をかたるとき，平和の問題は自然にそのなかにこめられていたはずであった（21）」
本稿での考察及び二人の発言からは，占領下における平和教育が，人権を抑圧する軍国主義を否定
して国民が主権者となり，人権を尊重し保障する民主主義の社会をめざした積極的平和教育であった
といえる。しかし，朝鮮戦争の開始，さらには冷戦の深刻化に伴い 51年の社会科編にみられるよう
に，日本の平和教育の特性といわれる直接戦争を扱う直接的平和教育の萌芽がみられる過渡期の時期
であったともいえるのではないだろうか。
注⑴ 社会科は戦後 1947年に学校教育法によって創設された。1947年に創設された自由研究は 1951年の改訂で
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